別紙(１)

　事業計画調書

　[水道施設等耐震化事業の場合]

　（水道未普及地域解消事業・簡易水道再編推進事業・生活基盤近代化事業）

　１．事業概要
　　(1) 事業認可年月日　　　年　　月　　日
(2) 給水区域　　郡市　　町村　　地区
(3) 計画給水人口及び1人1日最大給水量
	　区分　
	　計画給水人口
	　１人１日最大給水量
	　１日最大給水量

	一般住民
	                  人
	                    
	                   

	学校
	
	
	

	旅館
	
	
	

	官公署
	
	
	

	病院
	
	
	

	その他
	
	
	

	計

	
	
	


　注）計画給水人口欄には、上段（　　　）書きにより給水人口を記載すること。
　事業計画調書
　（緊急時給水拠点確保等事業費）

　１．水道（水道用水供給）事業の概要

　　(1) 事業認可年月日　　　年　　月　　日

　　(2) 目標年次　　　　　　　　　年度

　　(3) 計画給水人口                  人

　　(4) 計画１日最大給水量                  ／日

　　(5) 実績給水人口                  人  

　　(6) 実績１日最大給水量                  ／日

　　(7) 資本単価　　　　　　　　　円／
　

　２．緊急時給水拠点確保等事業の内容

　　(1) 配水池、緊急時用連絡管、貯留施設の場合

	既　設　配　水　池　の　概　要
	今　回　整　備　計　画

	配水池名
	容　　　　　量
	整備年月
	  配水池容量
  増加量
	箇所数
	                    　 カ所

	
	             
	
	
	容　量
	                         

	
	
	
	 整備後の計画１日最大給水量

 に対する時間換算容量
	               　　 時間分

	
	
	
	関連施設
整備の概要
	送水管                  ｍ

	
	
	
	
	配水管                  ｍ

	
	
	
	
	その他

	      　 計
	
	
	
	

	 計画一日最大給水量
 に対する時間換算容量
	                    　   時間分
	
	

	
	
	工　　　　　　　　　　　期
	

	年

度

別

事

業

計

画


	区　　　　　　　分
	  全体事業費
	   前々年度
	 前  年  度
	 前年度まで計
	  今  年  度
	 翌年度以降

	
	総事業費
	　　　　　千円
	　　 　　千円
	  　　  千円
	          千円
	　 　    千円
	 　　　千円

	
	補助対象事業費
	
	
	
	
	
	

	
	補助基本額
	
	
	
	
	
	

	
	補助率
	
	
	
	
	
	

	
	補助額
	
	
	
	
	
	

	
	　事業の概要
	                                                                               


　(記載上の注意)

　　　 配水池・貯留槽は、形状・寸法・容量を記載すること。

　　　 その他の欄には緊急遮断弁等について記載すること。

　　(2) 緊急遮断弁の場合

	緊急遮断弁及び設置箇所の概要

	設置施設名
	  容　　　量
	施設の設置年月日
	  口　　　径
	  検地装置
	 　駆動装置
	 可撓管の有無 

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	 
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	年

度

別

事

業

計

画


	　区　　　　　分
	  全体事業費
	   前々年度
	 前  年  度
	 前年度まで計
	  今  年  度
	 翌年度以降

	
	総事業費
	　　　　千円
	　　 　　千円
	  　　  千円
	         千円
	　 　    千円
	　　　千円

	
	補助対象事業費
	
	
	
	
	
	

	
	補助基本額
	
	
	
	
	
	

	
	補助率
	
	
	
	
	
	

	
	補助額
	
	
	
	
	
	

	
	事業の概要

	                                                                               


　　(3) 大容量送水管の場合

	  口　　　径
	　既設管の管種・延長　
	　復旧管の管種・延長
	　新設管の管種・延長　
	　     備　　　　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	 　 延長計
	                    ｍ
	                    ｍ
	                   ｍ
	

	年

度

別

事

業

計

画


	　区　　　　　分
	  全体事業費
	   前々年度
	 前  年  度
	 前年度まで計
	  今  年  度
	 翌年度以降

	
	総事業費
	　　　　千円
	　　　 　　千円
	  　　  千円
	         千円
	　 　    千円
	 　　　千円

	
	補助対象事業費
	
	
	
	
	
	

	
	補助基本額
	
	
	
	
	
	

	
	補助率
	
	
	
	
	
	

	
	補助額
	
	
	
	
	
	

	
	事業の概要

	                                                                               


　　(4) 重要給水施設配水管の場合

	　口　　　径
	 　 新設管の管種・延長
	備　　　考

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	 延 長 計
	       　        　　 m
	

	年

度

別

事

業

計

画


	区　　分
	全体事業費
	前々年度
	前年度
	前年度まで計
	今年度
	翌年度以降

	
	 総事業費
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円

	
	補助対象事業費
	
	
	
	
	
	

	
	 補助基本額
	
	
	
	
	
	

	
	 補助率
	
	
	
	
	
	

	
	補助額
	
	
	
	
	
	

	
	 事業の概要

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


 (記載上の注意)

　　年度別事業計画欄は、今回申請に係る重要給水施設への配水管、導水管、送水管についてのみ記載することとし、事業の概要の項は、　各年度ごとに実施された（予定を含む。）事業の内容及び事業量を簡潔に記載すること。

　　(5) 基幹水道構造物の耐震化事業の場合

	基 幹 水 道 構 造 物 の 耐 震 化 事 業 の 概 要

	施設名
	施設の設置年月日
	有効容量
	総事業費(補強)
	総事業費(改築・更新)
	備考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	年

度

別

事

業

費


	区分
	全体事業費
	前々年度
	前年度
	前年度まで計
	今年度
	翌年度以降

	
	総事業費
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円

	
	補助対象事業費
	
	
	
	
	
	

	
	補助基本額
	
	
	
	
	
	

	
	補助率
	
	
	
	
	
	

	
	補助額
	
	
	
	
	
	

	
	事業の概要

	

	
	
	


　(記載上の注意)

　 １．備考には、採択した事業の種別（補強又は改築・更新）を記入すること。

　 ２．改築・更新事業の場合、補助基本額の欄には、厚生労働大臣が認めた基準事業費と当該事業に要する総事業費から寄附金その他の収入額（給水区域内住民の拠出又はこれに準ずる拠出による収入額を除く。）を控除した額を比較していずれか少ない方の額を記入すること

事業計画調書
　［水道管路耐震化等推進事業］

　（老朽管更新事業、水道管路緊急改善事業、管路近代化事業及び鉛管更新事業の場合）

１．事業名　（○○市○○○○事業）

２．給水人口　　　　　　　　　　　人

３．資本単価　　　　　　　　　　　円／
４．管路総延長                      ｍ

５．うち鉛管延長                      ｍ

６．旧管路の処分方法
７．水道管路耐震化等推進事業費（基幹管路耐震化整備事業を除く）の概要

	年

度

別

事

業

計

画


	　区　　　　　分
	  全体事業費
	   前々年度
	 前  年  度
	 前年度まで計
	  今  年  度
	 翌年度以降

	
	総事業費
	　　　　千円
	　　　 　　千円
	  　　  千円
	         千円
	　 　    千円
	 　　　千円

	
	補助対象事業費
	
	
	
	
	
	

	
	補助基本額
	
	
	
	
	
	

	
	補助率
	
	
	
	
	
	

	
	補助額
	
	
	
	
	
	

	
	事業の概要

	


　(記載上の注意)

　　１　１については老朽管更新事業（ダクタイル鋳鉄管除く）、老朽管更新事業（ダクタイル鋳鉄管）、管路近代化事業及び鉛管更新事業の別を記入し、それぞれ別葉とすること。

　　２　２、４及び５については、事業計画策定時の現在給水人口、管路総延長を記入すること。

（参考）採択基準に合致する項目について記載すること

	
	採　択　基　準
	適・否

（記入不要）

	１
	１ヶ月に10㎥使用した場合の家庭用の水道料金

　円
	給水収益に占める企業債残高（企業債残高／給水収益）
	

	２
	１ヶ月に10㎥使用した場合の家庭用の水道料金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
	有収密度
	

	３
	給水収益に占める企業債残高（企業債残高／給水収益）


	料金回収率　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
	


事業計画調書
　事業計画調書
　　（基幹管路耐震化整備事業の場合）

  １．事業名
  ２．給水人口                     人

  ３．資本単価                     円／
	  口　　　径
	　既設管の管種・延長　
	　復旧管の管種・延長
	　新設管の管種・延長　
	　     備　　　　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	　 延長計
	                    ｍ
	                    ｍ
	                    ｍ
	

	年

度

別

事

業

計

画


	　区　　　　　分
	  全体事業費
	   前々年度
	 前  年  度
	 前年度まで計
	  今  年  度
	 翌年度以降

	
	総事業費
	　　　　千円
	　　　 　　千円
	  　　  千円
	         千円
	　 　    千円
	 　　　千円

	
	補助対象事業費
	
	
	
	
	
	

	
	補助基本額
	
	
	
	
	
	

	
	補助率
	
	
	
	
	
	

	
	補助額
	
	
	
	
	
	

	
	事業の概要

	


　事業計画調書
　[水道事業運営基盤強化推進等事業の場合]

　（水道事業運営基盤強化推進事業）

　１　補助事業者名　　

　２　水道事業の概要

    (1) 水道事業体名
※統合前は複数事業者、統合後は一事業者を記載

　　(2) 事業認可年月日　　　       年　　月　　日

    又は、 統合合意年月日　　　年　　月　　日　　　　 統合予定年月日　　　年　　月　　日

　　(3) 事業年度      　　年度～　　　年度

　３　水道事業運営基盤強化推進事業の概要

統合計画区域

　統合前の事業者

※記入例

【上 水 道】●●市水道事業 （給水人口　　　　人、資本単価       円）　

　　　　 ▲▲町水道事業 （給水人口　　　　人、資本単価       円）　

　統合後の事業者

※記入例

【上水道】◇◇水道企業団（計画給水人口　　　　人、計画一日最大給水量　　　　　㎥/日）

　４　事業計画（補助対象事業）                                                                        　　(単位：千円）

	
	広域化事業
	運営基盤強化等事業

	
	補助対象

事業費
	施設整備の概要
	補助対象

事業費
	施設整備の概要

	平成　　年度
	
	
	
	

	平成　　年度
	
	
	
	

	平成　　年度
	
	
	
	

	平成　　年度
	
	
	
	

	平成　　年度
	
	
	
	

	平成　　年度
	
	
	
	

	平成　　年度
	
	
	
	

	平成　　年度
	
	
	
	

	平成　　年度
	
	
	
	

	平成　　年度
	
	
	
	

	合　　　　計
	
	
	
	


　　　　　　　　　　　※補助対象事業費欄には、上段（　）書きに実績値、下段に計画値を記入。

５　事業内容

	 年

 度

 別

 事

 業

 計

 画


	　区　　　　　　　　分
	 全体事業費
	 初年度

 ～前々年度
	 前年度
	 前年度まで計
	 今年度
	 翌年度以降

	
	総　　　事　　　業 　　費
	　　　　千円
	　　　　千円
	　　　　千円
	　  　　千円
	 　　　千円
	 　　　千円

	
	補助対象事業費
	
	
	
	
	
	

	
	補助基本額
	
	
	
	
	
	

	
	補助率
	
	
	
	
	
	

	
	補助額
	
	
	
	
	
	

	
	事業の概要

	
	
	
	
	
	


（記載上の注意)

　１　水道事業にあっては計画給水人口、実績給水人口を、水道用水供給事業にあっては計画１日最大給水量、実績１日最大給水量を記載すること。

　    実績値については、給水人口にあっては前年度末時点、一日最大給水量は前年度の数値を使用すること。

　２　運営基盤強化等事業費（補助対象事業費）の総額は、広域化事業費（補助対象事業費）の総額を上限とする（年度間調整は可）。

　３　年度別事業計画欄の事業の概要の項は、今回申請に係る水道事業運営基盤強化推進事業についてのみ記載することとし、当該年度の事業の内容及び事業量を施設区分毎に、各工種を具体的に記載すること。

　４　別紙（２）以下について、広域化事業と運営基盤強化等事業はそれぞれ別葉で提出すること。

事業計画調書

（水道広域化施設整備費）

（1） 特定広域化施設・一般広域化施設の場合

　１　水道（水道用水供給）事業の概要

	事 業 名
	　　　　〇〇地域用水供給事業第２次拡張事業
	  事業区分
	      　上水道・用水供給事業

	区　　分
	有収水量

Ａ
	資 本 費

Ｂ
	受水分資

本費　Ｃ
	経 営 費

Ｄ
	用水単価
(B+C+D)/A
	資本単価
(Ｂ＋Ｃ)/Ａ
	補助率
	旧資本単価
	給水開始年月

	前年度値
	　　千
	　　千円
	　　千円
	　　千円
	　　　 円/
	　 　　円/
	
	　     円/
	一部   年　月

	今年度値
	
	
	
	
	
	
	
	
	全部   年　月 

	水道（水道用水供給）事業概要
水

道

（
水

道

用

水

供

給

eq \o(\s\do0(）))
事

業

概

要


	事　業　名


	事業認可
年　月　日
	工　　　期


	目標年次


	計画給水
人　　　　口
	計画1人1日
最大給水量
	計 画 １日

最大給水量
	事　業　費


	主な事業内容

	
	創　　　設
	
	　～
	
	　　　　人
	　　　　
	　　　　
	  　　　千円
	

	
	第１次拡張
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	今　　　回　　　事　　　業
今

回

事

業


	区　　　　分
	　全 体 事 業 費
	左のうち補助対象事業費
	　事　　業　 　概　 　要
	水

源

種

別

内

訳

	種類・名称
	取　水　量

	
	
	
	
	
	
	
	　　　 /日

	
	貯　水　施　設
	　　　　　　　千円
	　　　　　　　千円
	
	
	
	

	
	取　水　施　設
	
	
	
	
	
	

	
	導　水　施　設
	
	
	
	
	
	

	
	浄　水　施　設
	
	
	
	
	
	

	
	送　水　施　設
	
	
	
	
	
	

	
	配　水　施　設
	
	
	
	
	
	

	
	用 地 補 償 費
	
	
	
	
	
	

	
	調　　査　　費
	
	
	
	
	
	

	
	事　　務　　費
	
	
	
	
	
	

	
	そ　　の　　他
	
	
	
	
	
	

	
	 合　　　　計

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


（記載上の注意）

　１　交付取扱要領別表第１の補助採択基準欄のただし書きに該当する場合は、「旧用水単価」を記載すること。

　２　水源種別内訳欄の取水量は、今後の予定についても（　　）書きで記載すること。

　２　水道広域化施設整備費事業の概要

	 市

 町

 村

 名
	事　業　数
	計　　　　　　　　　　画
	実　　　績

	
	 上水


	 簡水


	  計


	目標  

 年次
	 給水

 人口
	１人１日

最　　大

給水量
	１　　日

最　　大給水量
	   　　　取    水   量
	   給水

   人口
	１　　日

最　　大

給水量

	
	
	
	
	
	
	
	
	　　　　自己水源
	 用水

 供給
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	地表水
	地下水等
	  計
	
	
	

	
	
	
	
	
	     人
	    　㍑
	 　　 
	    
	      
	    
	    
	        人
	      

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	年

度

別

事

業

計

画
	　区　　　　　　　　分
	 全体事業費
	前々年度
	 前年度
	 前年度まで計
	 今年度
	 翌年度以降

	
	総　　　事　　　業　　　費
	　　　　千円
	　　　　千円
	　　　千円
	　  　　　千円
	 　　　　千円
	 　　　　千円

	
	補助対象事業費
	
	
	
	
	
	

	
	補助基本額
	
	
	
	
	
	

	
	補助率
	
	
	
	
	
	

	
	補助額
	
	
	
	
	
	

	
	事　　業　　の　　概　　要


	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


　(記載上の注意)

　１　末端給水を行う特定広域化施設整備事業にあっては、市町村名欄に給水対象市町村名を記載し、その他の欄については、合計欄に一括に記載すること。

　２　事業数、計画及び実績欄は前年末現在の数値を記載し、用水供給事業の目標年次までに事業認可（変更を含む。）が予定されているものについては、最終値を（　）書きで併記すること。

　３　年度別事業計画欄は、今回申請に係る水道広域化施設整備費についてのみ記載することとし、事業の概要の項は、各年度ごとに実施された（予定を含む。）事業の内容及び事業量を簡潔に記載すること。

事業計画調書
（2） 広域化促進地域上水道施設の場合
　１　水道事業の概要

	事 業 名
	〇〇区域用水供給事業第２次拡張事業

	区　　分
	有収水量

　　　Ａ
	資 本 費

　　　Ｂ
	受水分資

本費　Ｃ
	経 営 費

　　　Ｄ
	用水単価
(B+C+D)/A
	資本単価
 (Ｂ＋Ｃ)/Ａ
	補助率
	旧

資本単価
	 給水開始年月

	前年度値
	　　千
	　　千円
	　　千円
	　　千円
	　　　 円/
	　 　　円/
	
	　     円/
	一部   年　月

	今年度値
	
	
	
	
	
	
	
	
	全部   年　月 

	水

道

事

業

概

要


	事　業　名
	事業認可
年　月　日
	工　　　期


	目標年次


	計画給水
人　　　　口
	計画1人1日
最大給水量
	計 画 １日最大給水量
	 事　業　費


	 主な事業内容



	
	創　　　設
	
	　　～
	
	　　　　人
	　　　　
	　　　　
	　　　　千円
	

	
	第１次拡張
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	今

回

事

業


	区　　　　分
	全 体 事 業 費
	左のうち
補助対象事業費
	事　　業　 　概　 　要

          

	
	貯　水　施　設
	　　　　　　　千円
	　　　　　　千円
	                            

	
	取　水　施　設
	
	
	                            

	
	導　水　施　設
	
	
	                            

	
	浄　水　施　設
	
	
	                          

	
	送　水　施　設
	
	
	                            

	
	配　水　施　設
	
	
	                            

	
	用 地 補 償 費
	
	
	

	
	調　　査　　費
	
	
	

	
	事　　務　　費
	
	
	

	
	そ　　の　　他
	
	
	

	
	 合　　　　計
	
	
	


（記載上の注意）

　　　交付金取扱要領別表第１の補助採択基準欄のただし書きに該当する場合は、「旧資本単価」を記載すること。

　２　広域化促進地域上水道施設整備事業の概要

	計　　　　　　　　　　画
	実　　　績

	  目　標  

  年　次
	  給　水

  人　口
	１人１日
最大給水量
	１日最大

給水量
	   　　　取    水   量
	   給　水

   人　口
	  １　　日

  最　　大

  給水量

	
	
	
	
	　　　　自己水源
	   浄水
	
	

	
	
	
	
	地 表 水
	地下水等
	計
	
	
	

	
	       人
	      　㍑
	  　 
	      
	       
	  
	        
	         人
	     　 

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 合 計
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	年

度

別

事

業

計

画


	区　　　　　　　　分
	全体事業費
	前々年度
	前年度
	前年度まで計
	今年度
	翌年度以降

	
	総事業費
	千円
	  　　 千円
	       千円
	          千円
	      千円
	        千円

	
	 補助対象事業費
	
	
	
	
	
	

	
	 補助基本額
	
	
	
	
	
	

	
	 補助率
	
	
	
	
	
	

	
	 補助額
	
	
	
	
	
	

	
	　事業の概要

	
	
	
	
	
	


　(記載上の注意)

　１　計画及び実績欄は前年度末現在の数値を記載し、用水の受水目標年次までに事業認可（変更を含む。）が予定されているものについては、最終値を（　）書きで併記すること。

　２　年度別事業計画欄は、今回申請に係る広域化促進地域上水道施設事業費についてのみ記載することとし、事業の概要の項は、各年度ごとに実施された（予定を含む。）事業の内容及び事業量を簡潔に記載すること。

事業計画調書
 （水道広域化促進事業費の場合）

　１　補助事業者名　　

　２　水道（水道用水供給）事業の概要

    (1) 水道事業体名
※統合前は複数事業者、統合後は一事業者を記載

　　(2) 事業認可年月日　　　　　 　年　　月　　日

    又は、 統合合意年月日　　　年　　月　　日　　　　 統合予定年月日　　　年　　月　　日

　　(3) 事業年度      　　年度～　　　年度

　３　水道広域化促進事業の概要

統合計画区域

　統合前の事業者

※記入例

【用水供給】○○用水供給事業団（一日最大給水量　　　　　㎥/日）

【上水道】　●●市水道事業（給水人口　　　　人、資本単価       円）　

　　　　 ▲▲町水道事業（給水人口　　　　人、資本単価       円）　

　統合後の事業者

※記入例

【上水道】◇◇水道企業団（計画給水人口　　　　人、計画一日最大給水量　　　　　㎥/日）

　４　事業計画（補助対象事業）                                                                        　　(単位：千円）

	
	経年施設更新事業
	統合関連事業

	
	補助対象

事業費
	施設整備の概要
	補助対象

事業費
	施設整備の概要

	平成　　年度
	
	
	
	

	平成　　年度
	
	
	
	

	平成　　年度
	
	
	
	

	平成　　年度
	
	
	
	

	平成　　年度
	
	
	
	

	平成　　年度
	
	
	
	

	平成　　年度
	
	
	
	

	平成　　年度
	
	
	
	

	平成　　年度
	
	
	
	

	平成　　年度
	
	
	
	

	合　　　　計
	
	
	
	


　　　　　　　　　　　※補助対象事業費欄には、上段（　）書きに実績値、下段に計画値を記入。

５　事業内容

	 年

 度

 別

 事

 業

 計

 画


	　区　　　　　　　　分
	 全体事業費
	 初年度

 ～前々年度
	 前年度
	 前年度まで計
	 今年度
	 翌年度以降

	
	総　　　事　　　業 　　費
	　　　　千円
	　　　　千円
	　　　　千円
	　  　　千円
	 　　　千円
	 　　　千円

	
	補助対象事業費
	
	
	
	
	
	

	
	補助基本額
	
	
	
	
	
	

	
	補助率
	
	
	
	
	
	

	
	補助額
	
	
	
	
	
	

	
	事業の概要

	
	
	
	
	
	


（記載上の注意)

　１　水道事業にあっては計画給水人口、実績給水人口を、水道用水供給事業にあっては計画１日最大給水量、実績１日最大給水量を記載すること。

　    実績値については、給水人口にあっては前年度末時点、一日最大給水量は前年度の数値を使用すること。

　２　統合関連事業費（補助対象事業費）の総額は、経年施設更新事業費（補助対象事業費）の総額を上限とする（年度間調整は可）。

　３　年度別事業計画欄の事業の概要の項は、今回申請に係る水道広域化促進事業費についてのみ記載することとし、当該年度の事業の内容及び事業量を施設区分毎に、各工種を具体的に記載すること。

　４　別紙（２）以下について、経年施設更新事業と統合関連事業はそれぞれ別葉で提出すること。

　５　交付金取扱要領別添３に定める添付書類を提出すること。

事業計画調書
　（水道水源自動監視施設等整備事業）
１．水道水源自動監視施設整備費の場合
　(1) 設置者

　(2) 機器設置場所

　(3) 監視を実施する水源名

　(4) 参画水道事業者等

　(5) 設置費用の負担方法

　(6) 供用開始予定日

　(7) 業務内容及び職員の配置（監視内容、監視体制、職員）

　(8) 運営方式及び運営費の負担方法

　(9) 事業計画

	  　品　 　名
	  規  　 格
	　単  位
	  数　量
	　 単　　　価
	         　　金　　　　額

	
	
	
	
	
	 補助対象事業費
	  補助対象外事業費

	      計
	
	
	
	             円


	               円

	                 円



２．遠隔監視ステム整備費の場合
	統合する水道事業名
	

	統合（予定）年月日
	

	工　　　　　　　　　　期
	　　　　　　年度～　　　　　　年度（　　　　　　　年間整備計画）

	監視項目
	

	年

度

別

事

業

計

画

	区分
	全体事業費
	前々年度
	前年度
	前年度まで計
	今年度
	翌年度以降

	
	総事業費
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円

	
	補助対象事業費
	
	
	
	
	
	

	
	補助基本額
	
	
	
	
	
	

	
	補助率
	
	
	
	
	
	

	
	補助額
	
	
	
	
	
	

	
	事業の概要

	

	
	
	


　(記載上の注意)

　　事業の概要欄は、遠隔監視システムの概要及び導入する機器、設備等について簡潔に記載すること。

別紙（２）

　１．事業費所要額調書
	a

種　　　　　目

	b

総事業費

	c 

寄附金その他の収入額

	d 

単独事業費

	e 

差引額
b-c又はb-dのいずれか少ない額
	f

算定基準による算定額

	g

補助
基本額
e又はfのいずれか少ない額
	h

補助所要額

	i

仕入れに係る消費税等

相当額
	j(h-i)

要補助金



	本工事費
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	
	
	

	用地費及び補償費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	調査費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	事務費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　(記載上の注意)

　１　本調書は、水道施設等耐震化事業緊急時給水拠点確保等事業のうち基幹水道構造物の耐震化事業(改築・更新事業に限る。)の場合は使用しない。

　２　「総事業費」欄には、本年度の事業に対する事業費の総額(単独事業費を含む)を記入すること。

　３　「寄附金その他の収入額」欄には、本事業に伴う収入額を記入すること。ただし、拡張等により既設施設の不用残材が生ずる場合　　は、評価委員会等により評価された額を記入すること。

　４　「単独事業費」欄には、事務所、倉庫、門、へい、植樹、その他当該水道施設の維持管理に必要な施設の新設又は増設に要する費　　用及び交付金取扱要領別表第５に定める以外の事業費並びに事業実施計画上補助対象外とした経費を記入すること。

　５　「差引額」欄には、「総事業費」から「寄附金その他の収入額」及び「単独事業費」のいずれか額の大きいものを差し引いた額を　　記入すること。

　６　「算定基準による算定額」欄には、別紙(３)による算定額を種目別に記入すること。

　７　「補助基本額」欄には、種目別に「差引額」又は「算定基準による算定額」とを比較していずれか少ない方の額を記入すること。

　８　「補助所要額」欄には、「補助基本額」に交付金取扱要領別表第１及び別表第２に定める補助率を乗じて得た額を記入し、千円未
満は切捨てること。

　９　「仕入れに係る消費税等相当額」欄には、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかな場合については、その額を記　　入すること。また、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額がない場合には「該当なし」と、明らかでない場合には「未確定」
と記入すること。

　10　「要補助金」欄には、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかな場合については、「補助所要額の合計」から「仕
入れに係る消費税等相当額」を差し引いた額を記入すること。また、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額がない場合及び

明らかでない場合には「補助所要額」を記入すること。

　11　「特定多目的ダム法第７条第１項の規定により負担する負担金及びこれに準ずる多目的ダム等の負担金又は分担金並びに貯水池、　　導水管きょ等の共同施設の持分権の取得に要する費用」については、「種目」欄の区分を「負担金」又は「分担金」と記入すること。

　12　種目「その他」欄には、交付金取扱要領別表第５に定める以外の事業費(例えばＰＦＩ事業、建設利息等)を記入すること。

　２．水道施設等耐震化事業緊急時給水拠点確保等事業のうち基幹水道構造物の耐震化事業(改築・更新事業に限る。)所要額調書
	a

種　　　　　目
	b

総事業費

	c 

寄附金その他の収入額
	d 

単独事業費

	e 

差引額
b-c又はb-d

のいずれか少ない額
	f

基準事業費

	g

選定額
e又はfのいずれか少ない額
	h

補助所要額
	i

仕入れに係る消費税等

相当額
	j(h-i)

要補助金

	本工事費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	用地費及び補償費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　(記載上の注意)

　１　本表は、水道施設等耐震化事業緊急時給水拠点確保等事業のうち基幹水道構造物の耐震化事業(改築・更新事業に限る。)の場合に記入すること。

　２　「総事業費」欄には、本年度の事業に対する事業費の総額(単独事業費を含む)を記入すること。

　３　「寄附金その他の収入額」欄には、本事業に伴う収入額を記入すること。ただし、拡張等により既設施設の不用残材が生ずる場合　　は、評価委員会等により評価された額を記入すること。

　４　「単独事業費」欄には、事務所、倉庫、門、へい、植樹、その他基幹水道構造物の維持管理に必要な施設の新設又は増設に要する費用及び交付金取扱要領別表第５に定める以外の事業費並びに事業実施計画上補助対象外とした経費を記入すること。

　５　「差引額」欄には、「総事業費」から「寄附金その他の収入額」及び「単独事業費」のいずれか額の大きいものを差し引いた額を　　記入すること。

　６　「基準事業費」欄には、基準事業費算定明細書(交付取扱要領別添１の別表)により算定した基準事業費を記入すること。

　７　「国庫補助所要額」欄には、「選定額」に交付取扱要領別表第１に定める補助率を乗じて得た額を記入し、千円未満は切捨てること。

　８　「仕入れに係る消費税等相当額」欄には、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかな場合については、その額を記　　入すること。また、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額がない場合には「該当なし」と、明らかでない場合には「未確定」
と記入すること。

　９　「要補助金」欄には、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかな場合については、「補助所要額の合計」から「仕入れに係る消費税等相当額」を差し引いた額を記入すること。また、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額がない場合及び明らかでない場合には「補助所要額」を記入すること。

　10　種目「その他」欄には、調査費、事務費及び交付金取扱要領別表第５に定める以外の事業費(例えばＰＦＩ事業、建設利息等)を記
入すること。

別紙(３)

　算定基準による算定額明細書
　　（水道施設等耐震化事業（生活基盤近代化事業増補改良のうち放射線量の確認を行うための分析機器整備事業及び緊急時給水拠点確保等事業のうち基盤水道構造物の耐震化事業（改築･更新事業））・水道事業運営基盤強化推進等事業（水道水源自動監視施設等整備事業のうち水道水源自動監視施設整備費）を除く。）
　工事費総括書

	費　　　　　目


	種　　目　　別


	施　 設　 別


	単　　位


	　　算 定 基 準 に よ る 算 定 額
	備　　　考




	
	
	
	
	　変　　更　　前
	　変　　更　　後
	

	
	
	
	
	数　　量
	金　　額
	数　　量
	金　　額
	

	工　　事　　費

事　　務　　費

合　　　　　計
	本 　工 　事 　 費

 （含附帯工事費）

用地費及び補償費
調　　　査　　　費

工　 事　 雑 　 費


	直 接 工  事  費

共 通 仮  設  費

　（純工事費）

現 場 管  理  費

　（工事原価）

一 般 管  理  費


	
	
	　　　円


	
	　　　円


	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


　算定基準による算定額明細書
　（水道施設等耐震化事業（生活基盤近代化事業増補改良のうち放射線量の確認を行うための分析機器整備事業）・水道事業運営基盤強
化推進等事業（水道水源自動監視施設等整備事業のうち水道水源自動監視施設整備費）の場合）

	品　　　名
	規　　　　格
	単　位
	変　　更　　前
	変　　更　　後
	備　　考

	
	
	
	数　量
	単　　　価
	金　　　額
	数　量
	単　　価
	金　　　額
	

	     計
	
	
	
	　　　　円

	　　　　円

	
	　　　　円

	　　　　円

	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


別紙(４)

　財源調書
	総　事　業　費


	　　　　　　　　　　　　　　　財　　　　　源　　　　　内　　　　　訳

	
	補助金
	その他補助金
	起　　債　　額
	企業会計特別会計
	一　般　会　計
	そ　 　の　 　他

	　　　　　　円


	　　　　　　円


	　　　　　　円


	　　　　　　円


	　　　　　　　円


	　　　　　　円


	　　　　　　　円



	
	
	
	
	
	
	


（記載上の注意）

　１　ＰＦＩ事業において、買収に要する費用を割賦払いの方法により、後年度にわたり支出する場合は、後年度支出分を上段（　）で　　別掲すること。

　２　その他補助金欄は、本補助金以外の宮崎県補助金等を記載すること。
